
令　和　２　年　度

 宮　若　市　水　道　事　業　会　計　予　算　書



（総　則）

第　１　条　　令和２年度宮若市水道事業会計の予算は次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第　２　条　　業務の予定量は次のとおりとする。

（１）　　給水戸数　　　　　　　　　　　　 戸

（２）　　年間総給水量 ｍ３

（３）　　１日平均給水量 ｍ３

（４）　　主要な建設改良事業

（Ａ）　　建設改良費

（ア）　　施設改良費 千円

令和２年度宮若市水道事業会計予算

8,047

2,421,498

6,634

83,868
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（収益的収入及び支出）

第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。

第　１　款　　　水道事業収益 千円

第　１　項　　　　営業収益 千円

第　２　項　　　　営業外収益 千円

第　３　項　　　　特別利益 2 千円

第　１　款　　　水道事業費用 千円

第　１　項　　　　営業費用 千円

第　２　項　　　　営業外費用 千円

第　３　項　　　　特別損失 千円

千円

（資本的収入及び支出）

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１５１，８５８千円は当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額８，１５５千円、過年度分損益勘定留保資金１７，４３８千円、

当年度損益勘定留保資金１２６，２６５千円で補てんするものとする。）

収　　　　入

523,167

451,375

71,790

支　　　　出

500,338

455,372

43,964

2

第　４　項　　　　予備費 1,000
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第　1　款　　資本的収入 千円

第　１　項　　　　企業債 千円

第　２　項　　　　負担金 千円

第　１　款　　資本的支出 千円

第　１　項　　　　建設改良費 千円

第　２　項　　　　固定資産購入費 千円

第　３　項　　　　企業債償還金 千円

第　４　項　　　　予備費 千円

（継続費）

第　５　条　　継続費の総額及び年割額は次のとおりと定める。

収　　　入

63,267

48,600

14,667

支　　　出

215,125

83,868

20,478

109,779

1,000
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（単位：千円）

款 項 事　　業　　名 年　　割　　額

昭和 48 年度 44,581
昭和 49 年度 65,765
昭和 50 年度 26,681
昭和 51 年度 28,183
昭和 52 年度 87,015
昭和 53 年度 137,415
昭和 54 年度 412,710
昭和 55 年度 568,875
昭和 56 年度 213,663
昭和 57 年度 106,850
昭和 58 年度 22,137
昭和 59 年度 36,343
昭和 60 年度 72,037
昭和 61 年度 79,695
昭和 62 年度 52,526
昭和 63 年度 75,592
平成 元 年度 131,275
平成 2 年度 183,339
平成 3 年度 263,730
平成 4 年度 311,952
平成 5 年度 241,745
平成 6 年度 56,040
平成 7 年度 331,377

総　　　　額 年　　　　　度

１．資本的支出 １．拡張事業費

 閉山炭鉱水道施設整
 備事業、上水道拡張
 事業及び水道水源開
 発等施設整備事業

6,152,912

-4-



平成 8 年度 981,935
平成 9 年度 1,003,202
平成 10 年度 126,376
平成 11 年度 98,854
平成 12 年度 5,865
平成 13 年度 7,065
平成 14 年度 0
平成 15 年度 0
平成 16 年度 0
平成 17 年度 0
平成 18 年度 0
平成 19 年度 0
平成 20 年度 0
平成 21 年度 0
平成 22 年度 0
平成 23 年度 0
平成 24 年度 0
平成 25 年度 0
平成 26 年度 0
平成 27 年度 0
平成 28 年度 0
平成 29 年度 0
平成 30 年度 0
令和 元 年度 0
令和 2 年度 0
令和 3 年度 380,089
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（企業債）

第　６　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第　７　条　　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

　　　

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　８　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

　　　間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第　９　条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は、

（１）　　職員給与費 千円

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還方法

　　　　　　 それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は議会の議決を経なければならない。

８１，０５９

上水道事業債 48,600

千円

証書借入 4.0％以内

　 政府資金、その他銀行等につ
いては、その融資条件による。
　 ただし、財政その他の都合に
より繰上償還又は低利に借換す
ることができる。
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（他会計からの補助金）

第　10　条　　地方公営企業繰出基準に基づく児童手当及び経営戦略の策定に要する経費に係

　　　　　　　　る一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３，６８２千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第　11　条　　たな卸資産の購入限度額は、１，５８０千円と定める。

令和２年３月１２日　　提出

宮若市長　　　有　吉　哲　信
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収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業収益 523,167

１．営業収益 451,375

１．給水収益 422,996

２．受託工事収益 10,000

３．その他の営業収益 240

４．負担金 18,139

２．営業外収益 71,790

１．受取利息 10

２．他会計補助金 3,682

３．水道加入金 2,970

４．負担金 1

５．長期前受金戻入 64,810

６．雑収益 317

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

２．その他特別利益 1

令和２年度宮若市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業費用 500,338

１．営業費用 455,372

１．原水及び浄水費 118,246

２．配水及び給水費 84,590

３．受託工事費 10,000

４．総係費 51,460

５．減価償却費 189,581

６．資産減耗費 1,494

７．その他営業費用 1

２．営業外費用 43,964

１．支払利息及び企業債
    取扱諸費

２．雑支出 1

３．消費税及び地方消費税 16,041

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

２．その他特別損失 1

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

27,922
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収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的収入 63,267

１．企業債 48,600

１．企業債 48,600

２．負担金 14,667

１．負担金 14,667

資本的収入及び支出
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支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的支出 215,125

１．建設改良費 83,868

１．施設改良費 83,868

２．固定資産購入費 20,478

１．固定資産購入費 20,478

３．企業債償還金 109,779

１．企業債償還金 109,779

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000
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（単位 ： 円）

金　　　　　　額

１　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 2,857,000

　　　減価償却費 189,581,000

　　　固定資産除却費 1,494,000

　　　引当金の増減額(△は減少) △ 639,000

　　　長期前受金戻入(△) △ 64,810,000

　　　受取利息(△) △ 10,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 27,922,000

　　　未収金の増減額(△は増加) △ 9,305,950

　　　未払金の増減額(△は減少) 22,870,809

　　　たな卸し資産の増減額(△は増加) 0

　　　預り金の増減額(△は減少) 0

　　　小　　　　　　計 164,245,859

　　　受取利息 10,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費(△) △ 27,922,000

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 136,333,859

令和２年度　宮若市水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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金　　　　　　額

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出(△) △ 94,858,000

　　　負担金 14,667,000

      投資活動によるキャッシュ・フロー △ 80,191,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行 48,600,000

　　　企業債の償還(△) △ 109,779,000

      財務活動によるキャッシュ・フロー △ 61,179,000

資金増加額（又は減少額） △ 5,036,141

資金期首残高 285,830,047

資金期末残高 280,793,906
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  （１）　総　　括

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 管理職 時間外 通勤 住居 特殊勤務 期末勤勉 児童 退職

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 1,152 488 3,199 701 324 132 13,772 585 5,923

前年度 1,386 485 2,300 386 420 122 17,405 600 9,445

比　　較 △ 234 3 899 315 △ 96 10 △ 3,633 △ 15 △ 3,522

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

給　与　費　明　細　書

給      与      費

区分
職員数 法定福利費 合　計

備　     考

本年度
(4)
9

0 42,453 26,276 68,729 12,330 81,059

前年度
(0)
10

0 42,589 32,549 75,138 13,838 88,976

比　較
(4)

△1
0 △ 136 △ 6,273 △ 6,409 △ 1,508 △ 7,917

職員手当の
内訳

区分
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ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 管理職 時間外 通勤 住居 特殊勤務 期末勤勉 児童 退職

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 1,152 488 2,276 378 324 74 11,473 585 5,129

前年度 1,386 485 2,300 386 420 122 17,405 600 9,445

比　　較 △ 234 3 △ 24 △ 8 △ 96 △ 48 △ 5,932 △ 15 △ 4,316

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

給　与　費　明　細　書

給      与      費

区分
職員数 法定福利費 合　計

備　     考

本年度
(1)
8

0 33,304 21,879 55,183 10,419 65,602

前年度
(0)
10

0 42,589 32,549 75,138 13,838 88,976

比　較
(1)

△2
0 △ 9,285 △ 10,670 △ 19,955 △ 3,419 △ 23,374

職員手当の
内訳

区分
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イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 管理職 時間外 通勤 住居 特殊勤務 期末勤勉 児童 退職

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 0 0 923 323 0 58 2,299 0 794

前年度 - - - - - - - - -

比　　較 0 0 923 323 0 58 2,299 0 794

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

給　与　費　明　細　書

給      与      費

区分
職員数 法定福利費 合　計

備　     考

本年度
(3)
1

0 9,149 4,397 13,546 1,911 15,457

前年度
(-)
-

- - - - - -

比　較
(3)
1

0 9,149 4,397 13,546 1,911 15,457

職員手当の
内訳

区分
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  (２)給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　分 増　減　額

(千円） (千円） (千円）

昇給によるもの 平均昇給率 　　　０．１６％

367 （昇給期） (職員数）

１月 ５人

給与改定によるもの 職員の異動の状況

0

採用・退職によるもの 本年度   ９人

△ 9,675 前年度 １０人

会計間異動によるもの 増 　減  △１人

23

会計年度任用によるもの

9,149

扶養手当 △ 234 給与改定によるもの

管理職手当 3 108

時間外手当 899 採用・退職によるもの

通勤手当 315 △ 9,661

住居手当 △ 96 会計間異動によるもの

特殊勤務手当 10 315

期末勤勉手当 △ 3,633 会計年度任用によるもの

児童手当 △ 15 4,397

退職手当組合負担金 △ 3,522 会計間異動によるもの

△ 1,432

増　減　事　由　別　明　細 説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　考

（会計年度任用職員を除く）

　　　　 　　　　　 採用・退職　増３人

　　　　　　　　　　　　　　　　　  減４人

昇給等に伴う増減分 367

給料 △ 136

その他の増減分 △ 503

職員手当 △ 6,273 その他の増減分
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  （３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　ア　職員１人当り給与

企業職

平均給料月額 (円） 307,962

平均給与月額 (円） 351,397

平均年齢 (歳） 53.7歳

平均給料月額 (円） 355,788

平均給与月額 (円） 397,523

平均年齢 (歳） 52.4歳

　　イ　初任給

技　能　労　務　職

（円） （円）

高　　校　　卒 147,900

大　　学　　卒

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

国　　　　　の　　　　　制　　　　　度

一　般　行　政　職

（円）

154,900 150,600

182,200 182,200

令和２年４月１日現在

平成３１年４月１日現在

区　　　　分 　企　　業　　職 備　　　　　　　　考
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　　ウ　等級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）
(1) (100)
2 25.0

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
5 62.5

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 12.5 

(　　　　） (　　　　　　　　）

(1) (100)
8 100.0 

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
10 90.9

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 9.1 

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
11 100.0 

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

企　　　　　業　　　　　職
区　　　　　　　　　　分 備　　　　　　　　　　考

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

５　　　級

６　　　級

７　　　級

計

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

５　　　級

６　　　級

７　　　級

計

令和２年４月１日

平成３１年４月１日
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　　（級別の標準的な職務内容）

1　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

区　　分 2　　級

　　エ　昇給

区　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　計 企業職

職員数 （Ａ） 9 9

昇給に係る職員数 （Ｂ） 5 5

１号級

２号級 2 2

３号級

４号級 3 3

６号級

８号級

　　　（Ｂ）／（Ａ） 55.6 55.6 

職員数 （Ａ） 11 11

昇給に係る職員数 （Ｂ） 11 11

１号級

２号級 3 3

３号級

４号級 8 8

６号級

８号級

　　　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0 

企業職
主   事
技術員

主   事
技術員

主 任 主 事
主務技術員

主　　査
係　　長

主務技術員
主任技術員

課長補佐 課　　長

号級数別内訳

号級数別内訳

 
本
　
　
　
年
　
　
　
度

 
前
　
　
　
年
　
　
　
度
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（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.25 2.25 4.5

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.225 2.225 4.45

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.25 2.25 4.5

※　（　）内は、再任用職員の支給率

最高限度 その他の

（月分） 加算措置

　　オ　期末手当・勤勉手当

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

6月（月分） 12月（月分） 支給率計

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

国の制度

(支給率等）

区　　　分 職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

本　年　度 ３級５％から６級１５％

前　年　度 ３級５％から６級１５％

国 の 制 度 ３級５％から１０級２０％

区　　　分 備　　　考

支給率等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし
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　　キ　特殊勤務手当

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　（％）

　（令和２年４月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

　　ク　その他の手当

区　　　　　分

扶　　養　　手　　当

通　　勤　　手　　当

0.22

塩素取扱

国の制度との異同 差異の内容

同

同

区　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

33.3

住　　居　　手　　当 異 新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続 ２，５００円/月
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国　　　庫
補　助　金

起　債 その他

48 44,581 12,219 30,400 1,962 44,581 44,581 - 44,581 - 0.72 

49 65,765 4,050 58,100 3,615 65,765 65,765 - 65,765 - 1.07 

50 26,681 7,600 15,200 3,881 26,681 26,681 - 26,681 - 2.23 

51 28,183 8,058 16,100 4,025 28,183 28,183 - 28,183 - 2.69 

52 87,015 21,727 60,500 4,788 87,015 87,015 - 87,015 - 4.10 

53 137,415 32,032 100,100 5,283 137,415 137,415 - 137,415 - 6.33 

54 412,710 70,594 336,700 5,416 412,710 412,710 - 412,710 - 13.04 

55 568,875 93,615 474,600 660 568,875 568,875 - 568,875 - 22.29 

56 213,663 33,153 179,800 710 213,663 213,663 - 213,663 - 25.76 

57 106,850 29,730 54,000 23,120 106,850 106,850 - 106,850 - 27.49 

58 22,137 2,529 14,800 4,808 22,137 22,137 - 22,137 - 27.85 

59 36,343 2,520 28,000 5,823 36,343 36,343 - 36,343 - 28.45 

60 72,037 14,133 37,800 20,104 72,037 72,037 - 72,037 - 29.62 

61 79,695 15,673 39,300 24,722 79,695 79,695 - 79,695 - 30.91 

62 52,526 12,869 10,400 29,257 52,526 52,526 - 52,526 - 31.77 

63 75,592 23,622 13,400 38,570 75,592 75,592 - 75,592 - 32.99 

平成元 131,275 41,301 25,300 64,674 131,275 131,275 - 131,275 - 35.13 

2 183,339 57,544 9,400 116,395 183,339 183,339 - 183,339 - 38.11 

3 263,730 86,177 0 177,553 263,730 263,730 - 263,730 - 42.39 

4 311,952 72,533 74,200 165,219 311,952 311,952 - 311,952 - 47.46 

5 241,745 52,503 61,600 127,642 241,745 241,745 - 241,745 - 51.39 

6 56,040 5,193 13,900 36,947 56,040 56,040 - 56,040 - 52.30 

7 331,377 0 241,500 89,877 331,377 331,377 - 331,377 - 57.69 

8 981,935 0 692,900 289,035 981,935 981,935 - 981,935 - 73.65 

　　　　　　継続費に関する調書
（単位：千円）

全　　　　　　　　体　　　　　　　　計　　　　　　　　画

左　の　財　源　内　訳款 項 事業名

前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生額

当該年度
支払義務
発生予定
額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率
　　　（％）

年度 年　割　額

１．資本
的支出

１．拡張
事業費

閉山炭鉱水
道施設整備

事業、上水道
拡張事業及
び水道水源
開発等施設
整備事業
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国　　　庫
補　助　金

起　債 その他

9 1,003,202 0 746,200 257,002 1,003,202 1,003,202 - 1,003,202 - 89.95 

10 126,376 0 100,500 25,876 126,376 126,376 - 126,376 - 92.01 

11 98,854 0 98,800 54 98,854 98,854 - 98,854 - 93.61 

12 5,865 0 5,100 765 5,865 5,865 - 5,865 - 93.71 

13 7,065 0 7,000 65 7,065 7,065 - 7,065 - 93.82 

14 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

15 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

16 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

17 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

18 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

19 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

20 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

21 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

22 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

23 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

24 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

25 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

26 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

27 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

28 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

29 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

30 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82 

令和元 0 0 0 0 - 0 - 0 - 93.82 

2 0 0 0 0 - - 0 0 - 93.82 

3 380,089 0 208,400 171,689 - - - - 380,089 -

計 6,152,912 699,375 3,754,000 1,699,537 5,772,823 5,772,823 0 5,772,823 380,089

全　　　　　　　　体　　　　　　　　計　　　　　　　　画

左　の　財　源　内　訳款 項 事業名

前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生額

当該年度
支払義務
発生予定
額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率
　　　（％）

年度 年　割　額
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千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当該年度以降の支

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

期　　　　間 金　　　　額 期　　　　間 金　　　　額 損益勘定留保資金

事　　　　項 限　度　額
左の財源内訳

浄水施設夜間
警備業務委託費 27,756

令和２年度～
令和６年度 27,756 27,756

浄水場運転管理
業務委託費 27,400

平成３０年度～
令和元年度 17,313 令和２年度 10,087 10,087

水質検査
業務委託費 5,548 令和２年度 5,548 5,548

次亜塩素酸ナトリ
ウム外水道用薬
品購入費

3,657 令和２年度 3,657 3,657

水道検針
業務委託費 24,927

平成３０年度～
令和元年度 5,886

令和２年度～
令和３年度 19,041 19,041
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（単位　：　円）

イ 　土地 276,740,328

ロ 　建物 534,871,129

　減価償却累計額 240,888,564 293,982,565

ハ 　構築物 5,041,132,090

　減価償却累計額 3,110,545,436 1,930,586,654

ニ 　機械及び装置 2,809,025,513

　減価償却累計額 2,027,140,597 781,884,916

ホ 　車輌及び運搬具 21,592,834

　減価償却累計額 19,398,285 2,194,549

ヘ 　工具器具及び備品 91,418,346

　減価償却累計額 43,299,862 48,118,484

ト 　建設仮勘定 780,000

3,334,287,496

イ 　電話加入権 206,300

ロ 　ダム使用権 406,422,914

406,629,214

3,740,916,710

令和２年度宮若市水道事業会計予定貸借対照表
（令和３年３月３１日まで）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１．固定資産

　（１）　有形固定資産

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　定　資　産　合　計
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280,793,906

58,382,100

△ 14,197,000 44,185,100

3,728,992

100,000

328,807,998

　　　　　資　　産　　合　　計 4,069,724,708

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,927,780,714

　（２）　引当金

イ 　退職給付引当金 2,696,000

1,930,476,714

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 109,779,000

　（２）　未払金 49,337,100

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 6,177,000

　（４）　預り金 3,433,640

168,726,740

２．流動資産

　（１）　現金預金

　（２）　未収金

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品

　（４）　つり銭準備金

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 1,263,422,200

ロ 　負担金 1,171,959,654

ハ 　その他前受金 997,195,924

3,432,577,778

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 655,003,751

ロ 　負担金収益化累計額 △ 714,609,218

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 411,290,893

△ 1,780,903,862

1,651,673,916

3,750,877,370

40,090,053

40,090,053

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

６．資本金

　（１）　資本金

　　　　　資　本　金　合　計
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イ 　国庫補助金 9,019,000

ロ 　他会計補助金 0

ハ 　負担金 15,818,000

24,837,000

イ 　減債積立金 31,614,000

ロ 　当年度未処分利益剰余金 222,306,285

253,920,285

278,757,285

318,847,338

4,069,724,708

７．剰余金

　（１）　資本剰余金

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

　　　　　負　債　資　本　合　計
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　１．重要な会計方針

　　　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  　(1)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　先入先出法による原価法による。

    (2)  固定資産の減価償却の方法

　　　ア　有形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数

　　　 　　　建物　　　　　　　　　１５～５０年

　　　 　　　構築物　　　　　　　 １０～６０年

　　　 　　　機械及び装置　　　　８～２０年

　　　 　　　車両運搬具　　　 　　４～５年

　　　ア　賞与引当金

　　　　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額

　　　　に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　イ　貸倒引当金

　　　　 　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の収納実績率等により回収不能見込額を計上している。

注記

　　　 　　　工具器具及び備品　４～１５年

　　　イ　無形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数

　　　 　　　ダム使用権　　　 　　５５年

    (3)  引当金の計上方法
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　　　ウ　退職給付引当金

　　　　 　本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計と

　　　　の取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計において措置するこ

　　　　ととなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　２．その他の注記

　　　 新会計基準移行に係る経過措置

  　(1)　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、

　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除

　　　いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合

    (4)  消費税及び地方消費税の会計処理

　　　理的に整理している。
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（単位　：　円）

１．営　　業　　収　　益

　（１）　給　　水　　収　　益 388,763,000

　（２）　受託工事収益 7,080,000

　（３）　その他の営業収益 224,000

　（４）　負　　担　　金 18,816,000 414,883,000

２．営　 業　  費　  用

　（１）　原水及び浄水費 115,923,000

　（２）　配水及び給水費 75,992,000

　（３）　受託工事費 7,080,000

　（４）　総　　　係　　　費 41,926,000

　（５）　減　価　償　却　費 189,953,000

　（６）　資　産　減　耗　費 0

　（７）　そ の 他 営 業 費 用 0 430,874,000

　　　　営　　業　　利　　益 △ 15,991,000

３．営　業　外　収　益

　（１）　受　取　利　息 2,000

　（２）　他会計補助金 432,000

　（３）　水 道 加 入 金 2,778,000

　（４）　負　　担　　金 0

　（５）　長期前受金戻入 66,127,000

　（６）　雑　　収　　益 317,000 69,656,000

        令和元年度宮若市水道事業会計予定損益計算書　

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）
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４．営業外費用

　（１）　支払利息及び企業債 30,148,000

　 　　　取　 　扱　　諸　　 費

　（２）　雑　　支　　出 0

　（３）　消費税及び地方消費税 15,094,000 45,242,000 24,414,000

　　　　経　常　利　益 8,423,000

５．特　別　利　益

　（１）　過年度損益修正益 0 0 0

６．特　別　損　失

　（１）　過年度損益修正損 310,000 310,000 310,000

8,113,000

217,050,285

225,163,285

　　　　当　年　度　純　利　益

　　　　前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金

　　　　当　年　度　未　処　分　利　益　剰　余　金
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（単位　：　円）

イ 　土地 276,740,328

ロ 　建物 534,871,129

　減価償却累計額 231,072,833 303,798,296

ハ 　構築物 4,971,543,990

　減価償却累計額 3,008,920,951 1,962,623,039

ニ 　機械及び装置 2,793,906,613

　減価償却累計額 1,968,427,740 825,478,873

ホ 　車輌及び運搬具 21,592,834

　減価償却累計額 19,398,285 2,194,549

ヘ 　工具器具及び備品 82,761,346

　減価償却累計額 42,732,343 40,029,003

ト 　建設仮勘定 780,000

3,411,644,088

イ 　電話加入権 206,300

ロ 　ダム使用権 425,283,322

425,489,622

3,837,133,710

　　　令和元年度宮若市水道事業会計予定貸借対照表
（令和２年３月３１日まで）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１．固定資産

　（１）　有形固定資産

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　定　資　産　合　計
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285,830,047

49,076,150

△ 13,198,000 35,878,150

3,728,992

100,000

325,537,189

　　　　　資　　産　　合　　計 4,162,670,899

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,996,274,714

　（２）　引当金

イ 　退職給付引当金 2,696,000

1,998,970,714

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 102,464,000

　（２）　未払金 26,466,291

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 7,815,000

　（４）　預り金 3,433,640

140,178,931

２．流動資産

　（１）　現金預金

　（２）　未収金

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品

　（４）　つり銭準備金

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 1,263,422,200

ロ 　負担金 1,157,292,654

ハ 　その他前受金 997,195,924

3,417,910,778

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 626,393,751

ロ 　負担金収益化累計額 △ 697,286,218

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 392,413,893

△ 1,716,093,862

1,701,816,916

3,840,966,561

40,090,053

40,090,053

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

６．資本金

　（１）　資本金

　　　　　資　本　金　合　計
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イ 　国庫補助金 9,019,000

ロ 　他会計補助金 0

ハ 　負担金 15,818,000

24,837,000

イ 　減債積立金 31,614,000

ロ 　当年度未処分利益剰余金 225,163,285

256,777,285

281,614,285

321,704,338

4,162,670,899

７．剰余金

　（１）　資本剰余金

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

　　　　　負　債　資　本　合　計
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

１．水道事業収益 523,167

１．営業収益 451,375

１．給水収益 422,996

１．専用使用料 416,636 専用栓使用料金

２．一時使用料 597 一時使用料金

３．量水器使用料 5,763 量水器使用料金

２．受託工事収益 10,000

１．増設修繕工事収益 10,000 増設修繕工事収益

３．その他の営業収益 240

１．手数料 240 諸手数料

４．負担金 18,139

１．負担金 18,139 共同施設維持管理費外負担金

２．営業外収益 71,790

１．受取利息 10

１．預金利息 10 預金利息

令和２年度宮若市水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出
収　　　　　　　　　　　　　　　入
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款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

２．他会計補助金 3,682

１．他会計補助金 3,682 一般会計補助金

３．水道加入金 2,970

１．水道加入金 2,970 水道加入金

４．負担金 1

１．負担金 1 負担金

５．長期前受金戻入 64,810

１．補助金長期前受金戻入 28,610 国庫補助金等長期前受金戻入

２．負担金長期前受金戻入 17,323 負担金長期前受金戻入

３．その他長期前受金戻入 18,877 その他長期前受金戻入

６．雑収益 317

１．不用品売却収益 1 不用品売却収益

２．その他雑収益 316 水道用地賃貸料

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

１．過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

２．その他特別利益 1

１．その他特別利益 1 その他特別利益
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款 項 目 節 予　定　額

１．水道事業費用 500,338

１．営業費用 455,372

１．原水及び浄水費 118,246

１．給料 15,456 一般職給

時間外勤務手当 1,899
通勤手当    475
特殊勤務手当  132
期末勤勉手当 829
退職手当組合負担金 794
期末勤勉手当繰入 1,213
法定福利費繰入 224

４．法定福利費 2,927 共済組合費

５．備消品費 772 消耗器材費

６．燃料費 301 公用車燃料費外

７．光熱水費 268 水源地電灯料外

８．修繕費 4,445 水源地施設外修繕費

９．被服費 145 作業着外

１０．動力費 43,235 電力使用料

　支　　　　　　　　　　　　　　　出

(単位　：　千円）

備　　　考

２．手当 4,129

３．賞与引当金繰入額 1,437
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款 項 目 節 予　定　額

１１．薬品費 4,679 次亜塩素代外

１２．通信運搬費 1,129 水源地電話料外

１３．保険料 163

１４．委託料 34,074 水質検査委託料外

１５．賃借料 765 電話回線借上料外

１６．材料費 680 材料費

１７．補償金 382 水源地補償費

犬鳴ダム維持管理費 1,757
共同施設維持管理費 1,490

１９．公課費 12 公用車重量税

２．配水及び給水費 84,590

１．給料 13,594 一般職給

扶養手当 492
時間外勤務手当 800
通勤手当     125
住居手当  324
期末勤勉手当  3,783
退職手当組合負担金 2,716
期末勤勉手当繰入 1,980
法定福利費繰入 390

４．法定福利費 4,101 共済組合費　　　

５．備消品費 364 工事用消耗器材費

備　　　考

公有物件及び自動車損害賠償
保険料

１８．負担金 3,247

２．手当 8,240

３．賞与引当金繰入額 2,370
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款 項 目 節 予　定　額

６．燃料費 476 公用車燃料費外

７．光熱水費 57 配水池電灯料

８．修繕費 35,150 配水管外修繕費

９．路面復旧費 300 道路掘削復旧費

１０．被服費 143 作業着外

１１．動力費 296 加圧ポンプ動力費

１２．保険料 285

１３．通信運搬費 225 増圧ポンプ室電話代外

１４．委託料 17,039 漏水調査委託料外

１５．賃借料 1,022 電話回線借上料外

１６．材料費 900 工事用材料費

１７．公課費 28 公用車重量税

３．受託工事費 10,000

１．工事請負費 10,000 受託工事請負費

４．総係費 51,460

１．給料 13,403 一般職給

(単位　：　千円）

備　　　考

公有物件及び自動車損害賠償
保険料
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款 項 目 節 予　定　額

扶養手当 660
管理職手当 488
時間外勤務手当 500
通勤手当 101
期末勤勉手当 3,956
児童手当 585
退職手当組合負担金 2,413
期末勤勉手当繰入 2,011
法定福利費繰入 403
共済組合費 4,139
公務災害補償基金負担金 146

５．旅費 275 普通旅費

６．備消品費 624 電算用紙代外

７．燃料費 38 公用車燃料費外

８．印刷製本費 1,168 納付書外印刷費

９．修繕費 200 公用車外修繕費

１０．通信運搬費 2,775 郵便料外

１１．保険料 31 自動車損害賠償保険料

１２．委託料 9,525 経営戦略策定、保守契約外

１３．手数料 1,908 口座振替取扱事務外手数料

１４．賃借料 281 コピー機借上料外

備　　　考

３．賞与引当金繰入額 2,414

４．法定福利費 4,285

２．手当 8,703
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款 項 目 節 予　定　額

１５．負担金 4,721

１６．補償金 100

１７．公課費 10 公用車重量税

１８．貸倒引当金繰入額 999

５．減価償却費 189,581

建物減価償却費 9,815
構築物減価償却費 101,625
機械及び装置減価償却費 58,713
工具器具及び備品減価償却費 567

２．無形固定資産
    減価償却費

18,861 ダム使用権減価償却費

６．資産減耗費 1,494

１．固定資産除却費 1,493 固定資産除却費

２．たな卸資産減耗費 1 たな卸資産減耗費

７．その他営業費用 1

１．雑支出 1 雑支出

(単位　：　千円）

備　　　考

各種事務及び技術研究会、
窓口業務負担金等

水道料金未収金に係る貸倒
引当金繰入額

１．有形固定資産
　  減価償却費

170,720
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款 項 目 節 予　定　額

２．営業外費用 43,964

１．支払利息及び
27,922

    企業債取扱諸費
１．企業債利息 27,909 企業債利息

２．借入金利息 13 借入金利息

２．雑支出 1

１．雑支出 1 雑支出

３．消費税及び
16,041

　　地方消費税
１．消費税及び地方消費税 16,041 消費税及び地方消費税

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

１．過年度損益修正損 1 料金等時効欠損金

２．その他特別損失 1

１．その他特別損失 1 その他特別損失

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

１．予備費 1,000

備　　　考
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額

１．資本的収入 63,267

１．企業債 48,600

１．企業債 48,600

２．負担金 14,667

１．負担金 14,667

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

備　　　考

１．企業債 48,600 上水道事業債

１．負担金 14,667
共同施設改良等負担金
配水管布設替工事等負担金
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　考

１．資本的支出 215,125

１．建設改良費 83,868

１．施設改良費 83,868

１．旅費 17 普通旅費

２．備消品費 874 事務用品費

３．燃料費 30 公用車燃料費

４．委託料 627 設計業務外委託料

５．賃借料 228 水道積算システム外リース料

６．施設改良費 31,741
沼口浄水場浄水池水位計
更新工事外

７．工事請負費 48,000
福岡・直方線配水管更新工事
外

８．負担金 2,351
福岡・直方線導水管移設工事
負担金

支　　　　　　　　　　　　　　　出
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　考

２．固定資産購入費 20,478

１．固定資産購入費 20,478

１．固定資産購入費 14,740
水道システムサーバー機器等
購入費外

２．量水器購入費 5,738 量水器購入費

３．企業債償還金 109,779

１．企業債償還金 109,779

１．企業債償還金 109,779 企業債償還金

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

１．予備費 1,000
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